
歳出の構成
区　　分 令和６年度決算額 構成比

公債費

災害復旧費

教育費

消防費

土木費
商工費
農林水産業費

労働費

衛生費
民生費

総務費

議会費

合　　　　計 307億8,633万0千円

34億2,253万9千円

4億3,335万7千円

22億1,640万5千円

9億3,754万3千円

21億7,294万6千円
17億1,822万1千円
15億4,157万6千円

1,285万0千円

47億   302万5千円
103億9,915万3千円

30億5,502万0千円

1億7,369万5千円

100.0%

11.1%

1.4%

7.2%

3.0%

7.1%
5.6%
5.0%

0.0%

15.3%
33.8%

9.9%

0.6%

民生費

衛生費

公債費

総務費

教育費

高齢者福祉や障がい者福祉、保育費などに
使われたお金
健康増進事業や母子保健事業、ごみ、し尿
処理などに使われたお金
公共事業を実施するために国や銀行などか
ら借り入れたお金の返済に使われたお金

公立学校や教育・体育施設などの施設整備
や維持管理、生涯学習の推進などに使われ
たお金

商工費 商工業や観光の振興、観光施設の維持管理
などに使われたお金

土木費 土地区画整理事業や道路、公営住宅の建設
・維持管理などに使われたお金

地域づくりや交通政策、移住定住の促進な
どに使われたお金

消防費 消防署や消防団の運営など消防活動や救急
活動に使われたお金

災害
復旧費

降雨や暴風などにより生じた被害の復旧に
使われたお金

議会費
など 議会の運営や労働費などに使われたお金

農林
水産業費

農業や林業、水産業、畜産業などの振興に
使われたお金

市　税

自主財源

依存財源

市　債

寄付金

繰越金

繰入金

市民税や固定資産税など市に納められた税金

保育所の保育料や公共事業によって利益を
受ける方などから納められたお金
公営住宅の家賃や住民票などの発行のため
に納められたお金
市への支援などのためにいただいたお金
（寄付）

基金や特別会計などから繰り入れられたお金

前年度から繰り越されたお金

地方交付税
地方公共団体が一定の行政サービスを提供
することができるよう一定の基準により国
が交付したお金

国庫支出金 市が行う特定の事業に対して、国から交付
されたお金

県支出金 市が行う特定の事業に対して、県から交付
されたお金
市が行う公共事業などの財源として、国な
どから借り入れたお金

諸収入など 預金利子や公有財産の売払いなどによって
納められたお金

分担金・負担金
使用料・手数料

予算の用語解説（歳出） 予算の用語解説（歳入）

（単位：百万円）
歳入
歳出

26,000
27,000
28,000
29,000
30,000
31,000
32,000
33,000
34,000
35,000
36,000
37,000
38,000
39,000

◎決算規模の推移

歳入の構成
区　　分 令和６年度決算額 構成比

市税
分担金・負担金
使用料・手数料
寄付金
繰入金
繰越金
諸収入など

地方交付税
国庫支出金
県支出金
市債
その他

自
　主
　財
　源

依
　存
　財
　源

小　　計

小　　計
合　　　　計

49億9,504万6千円
1億   885万7千円
3億6,249万5千円
12億4,474万9千円
11億9,860万7千円
7億   621万8千円
4億5,948万9千円
90億7,546万1千円
96億4,842万7千円
62億9,726万1千円
26億   138万3千円
24億8,690万0千円
19億   803万1千円
229億4,200万2千円
320億1,746万3千円

15.6%
0.3%
1.1%
3.9%
3.7%
2.2%
1.4%
28.3%
30.1%
19.7%
8.1%
7.8%
6.0%
71.7%
100.0%

※構成比において、それぞれ小数点第２位を四捨五入している
　ため、合計が一致しない場合があります。

32,450

31,096

32,699
31,485

38,013
36,693

30,794
29,528

令和２年度 令和３年度 令和４年度

32,017

30,786

令和６年度令和５年度

一
般
会
計

決
算
状
況
令和６年度

歳
入

■ 

歳
入

■ 

歳
出（
目
的
別
）

　
歳
入
の
決
算
額
は
、
３
２
０
億
１
７
４
６
万

３
千
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
６
億
８
１
３

８
万
２
千
円
（
２
・
１
％
）
の
減
少
と
な
り
ま

し
た
。

　
自
主
財
源
で
は
、
諸
収
入
な
ど
が
増
加
し
た

一
方
で
、
市
税
や
ふ
る
さ
と
納
税
な
ど
に
係
る

寄
付
金
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
対
前
年

度
４
億
８
１
９
３
万
３
千
円
（
５
・
０
％
）
減

少
の
90
億
７
５
４
６
万
１
千
円
と
な
り
、
構
成

比
で
は
０
・
９
ポ
イ
ン
ト
の
減
少
と
な
り
ま
し

た
。
一
方
、
依
存
財
源
で
は
、
地
方
交
付
税
や

国
庫
支
出
金
が
増
加
し
た
一
方
で
、
市
債
な
ど

が
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
対
前
年
度
１
億
９
９

４
４
万
９
千
円
（
０
・
９
％
）
減
少
の
２
２
９

億
４
２
０
０
万
２
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
の
決
算
額
は
、
３
０
７
億
８
６
３
３
万
円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
６
億
９
８
２
９
万
７

千
円
（
２
・
２
％
）
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　
そ
の
中
で
、
目
的
別
で
は
、
右
の
グ
ラ
フ
の

と
お
り
、
民
生
費
が
全
体
の
33
・
８
％
で
、
歳

出
の
中
で
最
も
大
き
い
割
合
を
占
め
て
い
ま

す
。
民
生
費
は
、
児
童
、
高
齢
者
お
よ
び
障
が

い
者
な
ど
の
福
祉
に
関
す
る
支
出
で
、
子
ど
も

か
ら
高
齢
者
ま
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ

く
り
の
施
策
な
ど
に
使
わ
れ
て
い
ま
す
。
次

に
、
健
康
増
進
事
業
や
母
子
保
健
事
業
の
ほ

か
、
ご
み
や
し
尿
処
理
な
ど
に
支
出
し
た
衛
生

費
が
全
体
の
15
・
３
％
を
占
め
、
次
に
、
公
共

事
業
を
実
施
す
る
た
め
に
国
や
銀
行
な
ど
か
ら

借
り
入
れ
た
お
金
の
返
済
に
支
出
し
た
公
債
費

が
全
体
の
11
・
１
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

決
算
の
内
容

　
令
和
６
年
度
の
一
般
会
計
の
決
算

規
模
は
、
歳
入
総
額
３
２
０
億
１
７

４
６
万
３
千
円
、
歳
出
総
額
３
０
７

億
８
６
３
３
万
円
で
、
歳
入
歳
出
の

差
引
額
は
、
12
億
３
１
１
３
万
３
千

円
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
翌
年

度
に
繰
り
越
す
べ
き
財
源
２
億
３
９

７
１
万
９
千
円
を
除
い
た
実
質
収
支

は
、
９
億
９
１
４
１
万
４
千
円
と
な

り
ま
し
た
。

　
積
立
基
金
の
現
在
高
は
、
令
和
６
年
度

末
で
１
１
４
億
８
０
３
３
万
４
千
円
と
な

り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
１
億
３
１
７

８
万
８
千
円
増
加
し
ま
し
た
。
こ
の
う

ち
、
財
政
調
整
基
金
は
、
前
年
度
と
比
較

し
て
、
３
億
５
６
４
３
万
５
千
円
増
加
の

46
億
７
６
８
５
万
４
千
円
、
減
債
基
金
に

つ
い
て
は
、
７
９
７
７
万
３
千
円
増
加
の

23
億
４
０
４
万
２
千
円
、
施
設
整
備
基
金

に
つ
い
て
は
、
８
５
１
万
４
千
円
増
加
の

24
億
９
６
７
０
万
７
千
円
と
な
り
ま
し

た
。 積

立
基
金
の
現
在
高

◎積立基金現在高（普通会計）

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
11,000
12,000

積立基金現在高
うち財政調整基金

うち減債基金
うち施設整備基金

8,047

9,515

10,620

（単位：百万円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

11,349

令和６年度

11,480

2,521
3,520

4,132

627 1,363 1,912
2,224

2,488

4,320

2,084
2,338 2,226

4,677

2,304

2,497

【歳出】
307億
8,633万
0千円

民生費
33.8％

衛生費
15.3％公債費

11.1％
総務費
9.9％

教育費
7.2％

商工費
5.6％

土木費
7.1％

農林水産業費
5.0％

消防費
3.0％

災害復旧費
1.4％ 議会費など

0.6％

【歳入】
320億
1,746万
3千円

市税
15.6％

繰越金
2.2％

諸収入など
1.4％

地方交付税
30.1％

自主財源
28.3％

依存財源
71.7％国庫支出金

19.7％

県支出金
8.1％

市債
7.8％

その他
6.0％

繰入金
3.7％

寄付金
3.9％

使用料・手数料
1.1％

分担金・負担金
0.3％

歳
出
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実質公債費比率

用 語 解 説
実質赤字比率

連結実質赤字比率

将来負担比率

実質公債費比率

資金不足比率

一般会計などの赤字の程度を指標化したもので、日置市は一般会計における実質収支は黒字であり、
実質赤字比率はありません。
全ての会計の赤字や黒字を合算し指標化したもので、日置市は全ての会計において実質収支は黒字で
あり、連結実質赤字比率はありません。

公債費およびこれに準ずる額の大きさを指標化したもので、資金繰りの危険度を示します。

市債（借入金）などの将来支払う可能性のある負担額の大きさを指標化したもので、比率が高いほど
将来の負担が大きいことになります。
公営企業会計の資金不足（赤字）を指標化したもので、日置市は全ての公営企業会計において資金不
足はありません。 

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額６億8,610万３千円は、過年度分消費税および地方消費税資本的収支
調整額6,263万２千円、繰越工事資金8,247万１千円、過年度分損益勘定留保資金２億6,100万円、建設改良積立
金１億８千万円、減債積立金１億円で補填しました。

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額２億1,516万６千円は、当年度分消費税および地方消費税資本的収支
調整額942万３千円、過年度分損益勘定留保資金１千円、当年度分損益勘定留保資金１億292万９千円、建設改良
積立金8,814万８千円、引継金1,466万５千円で補填しました。

※普通会計とは、地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている
ことなどにより、財政比較などが困難なため、地方財政統計上統
一的に用いられる会計区分です。そのため、一般会計の歳出決算
額とは異なります。

　地方債の返済およびこれに準ずる額の財政負担の度合いを
判断する指標であり、地方税、普通交付税のように毎年度経
常的に収入される財源のうち、公債費と公債費に準ずるもの
を含めた実質的な公債費相当額に充当されたものの占める割
合の３カ年度の平均値です。比率が18.0％以上の団体は、地
方債発行に際し、総務大臣などの許可が必要となります。
　令和６年度は、前年度と比較して0.4ポイント増加し、
8.5％となりました。

経常収支比率 

　財政構造の弾力性を判断する指標であり、人件費、扶助
費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当さ
れた一般財源の額が、地方税、普通交付税のように毎年度経
常的に収入される一般財源などの額に占める割合です。比率
が高いほど経常的な経費が財政を圧迫して財政構造の弾力性
が低いことになります。
　令和６年度は、前年度と比較して0.4ポイント増加し、
92.4％となりました。

令和６年度特別会計決算状況
会     計 歳入決算額 歳出決算額 差引額

国民健康保険特別会計
国民宿舎事業特別会計
健康交流館事業特別会計
温泉給湯事業特別会計
介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計

5 8 億 6 , 7 2 3 万 3 千 円
1 億 3 , 6 4 9 万 7 千 円

9 , 8 9 5 万 8 千 円
5 9 9 万 7 千 円

5 8 億 0 万 3 千 円
9 億 3 , 0 8 9 万 2 千 円

5 8 億 6 , 2 8 8 万 6 千 円
1 億 3 , 6 4 9 万 7 千 円

9 , 8 9 5 万 7 千 円
4 9 6 万 6 千 円

5 5 億 2 , 7 6 1 万 0 千 円
9 億 2 , 7 3 2 万 9 千 円

4 3 4 万 7 千 円
0 千 円
1 千 円

1 0 3 万 1 千 円
2 億 7 , 2 3 9 万 3 千 円

3 5 6 万 3 千 円

■令和６年度公営企業会計決算状況
会     計 収入決算額 支出決算額 差引額

水道事業会計 収益的収支
資本的収支

1 0 億 6 , 5 1 2 万 7 千 円
1 億 5 , 9 2 0 万 0 千 円

9 億 1 , 2 8 4 万 9 千 円
8 億 4 , 5 3 0 万 3 千 円

1 億 5 , 2 2 7 万 8 千 円
△ 6 億 8 , 6 1 0 万 3 千 円

会     計 収入決算額 支出決算額 差引額

下水道事業会計
収益的収支
資本的収支

8 億 3 , 8 4 9 万 2 千 円
2 億 2 , 8 4 2 万 1 千 円

5 億 8 , 1 9 1 万 2 千 円
4 億 4 , 3 5 8 万 7 千 円

2 億 5 , 6 5 8 万 0 千 円
△ 2 億 1 , 5 1 6 万 6 千 円

 （単位：百万円）

 （単位：百万円）

 （普通会計）公債費の推移

32,500

32,000

31,500

31,000

30,500

30,000

29,500

29,000

5,000

6,000

7,000

5,500

6,500

4,500

4,000
3,500

3,000

2,500

2,000

市債残高 元利償還金 発行額

歳出性質別グラフ

令和６年度令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

30,761
30,512

32,131

31,554

3,165 3,232

2,451 2,320

31,318

3,391

3,834
3,4223,370

2,4873,059

実質公債費比率の状況 経常収支比率の推移
10
（％）

98
（％）
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92

90
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84

9

8

7

6

5

4

全国平均 県平均

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

6.8

6.5

5.7

7.2
7.8

7.0 7.1

5.5 5.5

8.1

7.1

5.6

令和６年度

8.5

6.9

5.6

日置市 全国平均 県平均日置市

92.1
91.9

93.1

86.3

90.5
90.7

84.2

90.1

92.0

88.9

92.2 93.1

令和６年度

90.5
92.4
93.8

市
債
残
高
（
普
通
会
計
）

　
本
市
の
市
債
（
借
金
）
残
高
に
つ
い
て

は
、
合
併
特
例
事
業
債
や
過
疎
対
策
事
業
債

に
係
る
元
利
償
還
金
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど

か
ら
、
令
和
６
年
度
末
で
、
前
年
度
と
比
較

し
て
、
８
億
６
２
０
万
３
千
円
減
少
の
３
０

５
億
１
１
６
４
万
８
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
今
後
も
引
き
続
き
、
市
債
の
発
行
に
つ
い

て
は
、
財
政
計
画
に
基
づ
き
必
要
最
小
限
に

と
ど
め
、
計
画
的
な
市
債
管
理
に
努
め
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。 

■資金不足比率
特別会計名称 資金不足比率 経営健全化基準

国民宿舎事業特別会計
健康交流館事業特別会計
温泉給湯事業特別会計
水道事業会計
下水道事業会計

資金不足
はない。 20%

　
財
政
健
全
化
判
断
比
率
の
状
況
に
つ

い
て
は
、
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の

健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、

平
成
19
年
度
決
算
か
ら
公
表
し
て
い
ま

す
。

　
健
全
化
判
断
比
率
の
い
ず
れ
か
一
つ

で
も
早
期
健
全
化
基
準
以
上
と
な
っ
た

場
合
、
自
主
的
な
改
善
努
力
に
よ
る
財

政
健
全
化
が
求
め
ら
れ
、
財
政
健
全
化

計
画
の
策
定
と
外
部
監
査
の
実
施
が
義

務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
の
決
算
に
基
づ
い
て
算

定
さ
れ
た
日
置
市
の
健
全
化
判
断
比
率

お
よ
び
資
金
不
足
比
率
の
う
ち
、
実
質

公
債
費
比
率
は
前
年
度
と
比
較
し
て

０
・
４
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
８
・
５
％
、

将
来
負
担
比
率
に
つ
い
て
は
、
０
・
１

ポ
イ
ン
ト
増
加
し
０
・
２
％
と
な
り
ま

し
た
。

　
健
全
化
判
断
比
率
に
つ
い
て
、
い
ず

れ
も
国
の
定
め
る
基
準
を
下
回
っ
て
い

ま
す
が
、
引
き
続
き
、
健
全
な
財
政
運

営
に
努
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
歳
出
の
性
質
別
で
は
、
義
務
的
経
費
が
全
体
の
52
・
０
％
を
占
め

て
い
ま
す
。
扶
助
費
で
、調
整
給
付
事
業
費
な
ど
が
増
加
し
た
こ
と

や
、
公
債
費
で
合
併
特
例
事
業
債
に
係
る
元
利
償
還
金
が
増
加
し
た

こ
と
な
ど
か
ら
、前
年
度
と
比
較
し
て
、
８
億
１
６
６
０
万
２
千
円

（
５
・
４
％
）
増
加
の
１
５
９
億
８
６
７
３
万
９
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
投
資
的
経
費
に
つ
い
て
は
、
全
体
の
12
・
８
％
を
占
め
て
い
ま

す
。
令
和
６
年
度
は
通
学
路
交
通
安
全
事
業
費
な
ど
が
減
少
し
た
一

方
で
、
脱
炭
素
先
行
地
域
づ
く
り
事
業
費
や
小
学
校
建
設
事
業
費
な

ど
が
増
加
し
た
と
こ
ろ
か
ら
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
６
億
３
４
７

万
３
千
円
（
18
・
０
％
）
増
加
の
39
億
４
９
５
１
万
３
千
円
と
な
り

ま
し
た
。

　
そ
の
他
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
衛
生
処
理
組
合
負
担
金
や
ふ
る
さ

と
納
税
推
進
事
業
費
な
ど
の
補
助
費
等
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
か

ら
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
21
億
２
６
５
９
万
２
千
円
（
16
・

４
％
）
減
少
の
１
０
８
億
２
１
２
４
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出（
性
質
別
）（
普
通
会
計
）

令
和
６
年
度
決
算
に
基
づ
く

財
政
健
全
化
判
断
比
率
お
よ
び

資
金
不
足
比
率

（注）赤字が生じない場合は「－」で表示しています。

（単位：％）
項 目 令和６年度 令和５年度 早期健全化基準

実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

-
-
8 . 5
0 . 2

-
-
8 . 1
0 . 1

1 2 . 7 5
1 7 . 7 5
2 5 . 0 0
3 5 0 . 0 0

財政再生基準
2 0 . 0 0
3 0 . 0 0
3 5 . 0 0
-

■健全化判断比率

307億
5,749万
2千円

義務的経費
（52.0％）
15,987

人件費
（13.9％）
4,261

扶助費
（27.0％）
8,303

公債費
（11.1％）
3,423

普通建設
事業費

（11.4％）
3,516

災害復旧事業費
（1.4％）
433

物件費
（11.3％）
3,468

維持補修費
（0.6％）
181

補助費等
（12.2％）
3,746

積立金
（2.5％）
762

繰出金
（8.6％）
2,664

投資的経費
（12.8％）
3,949

その他
の経費

（35.2％）
10,821
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